
 

藤沢市藤が岡二丁目地区再整備事業の事業契約の 

内容について 

 

 

１ 公共施設等の名称 
（仮称）藤沢市藤が岡二丁目地区複合施設 

 
２ 公共施設等の立地 
藤沢市藤が岡二丁目３番１ 他４筆 

 
３ 選定事業者の商号又は名称 
藤沢市辻堂元町四丁目１７番２２号 
ふじがおか活々交流株式会社 
代表取締役 小 澤 幸 喜 
 

４ 公共施設等の整備等の内容 
藤が岡保育園，藤が岡つどいの広場，藤が岡市民の家，放課後児童クラブ，

地域子どもの家，コミュニティスペース，防災備蓄倉庫等からなる複合施設の

設計，建設，工事監理及び維持管理 
 
５ 契約期間 
２０１８年（平成３０年）２月１９日から２０４１年（平成５３年）３月３１

日まで 
 
６ 契約金額 
￥４，１３６，６９５，９９８円 
(うち取引に係る消費税額及び地方消費税額 ￥２９２，９０６，０７８円) 
 
７ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 
本事項に関する事業契約内容は，次の事業契約書の条項のとおりです。 

（市による任意解除等） 
第７４条 市は，ＰＦＩ事業者に対して，１８０日以上前に通知することによ

り，この契約を解除することができる。 



（市の債務不履行等による解除） 
第７５条 ＰＦＩ事業者は，市がこの契約上の重要な義務に違反し，かつ，Ｐ

ＦＩ事業者による通知の後６０日以内に当該違反を是正しないとき又は市

の責めに帰すべき事由によりＰＦＩ事業者がこの契約を履行できずこの契

約の目的を達することができないとき，この契約を解除することができる。 
 
（談合行為等に対する解除措置） 
第７６条 市は，選定事業者が次の各号のいずれかに該当した場合には，この

契約を解除することができる。 
(1) 本事業の事業者選定手続について構成員，協力企業若しくはその他企
業又はこれらを構成事業者とする私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第

２条第２項の事業者団体（以下「構成員等」という。）が，本事業の事業

者選定手続について同法第３条又は第８条第１項第１号の規定に違反し

たとして，同法第７条又は第８条の２の規定による排除措置命令（以下「排

除措置命令」という。）が確定したとき。 
(2) 本事業の事業者選定手続について，構成員等に，同法第７条の２第１
項（同第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金

の納付命令（以下「納付命令」という。）が確定したとき（確定した納付

命令が同法第６３条第２項の規定により取り消されたときを含む。以下同

じ）。 
(3) 前２号に掲げるもののほか，確定した排除措置命令又は納付命令によ
り，構成員等に，本事業の事業者選定手続について同法第３条又は第８条

第１項第１号の規定に違反する行為があったとされたとき。 
(4) 確定した排除措置命令又は納付命令により，構成員等に，同法第３条
又は第８条第１項第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及

び当該行為の対象となった取引分野が示された場合において，当該期間に

本事業の事業者選定手続（参加表明書を提出した日からこの契約について

藤沢市議会の議決を得た日までの期間に限る）が行われたものであり，か

つ，本事業で行う業務が当該取引分野に該当するものであるとき。 
(5) 構成員，協力企業又はその他企業が，自ら又はその役員若しくは使用
人その他の従業者について，刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の

６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定

する刑が確定したとき。 
２ 市は，ＰＦＩ事業者が次の各号所定のいずれかに該当した場合には，相当

の期間を定めて催告の上，この契約を解除することができる。 



(1) ＰＦＩ事業者が，藤沢市暴力団排除条例（平成２３年条例第１８号）
第２条第２号に規定する暴力団，同条第４号に規定する暴力団員等，同条

第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条例第７条に規定する暴

力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法にあっては，その役員

（業務を執行する社員，取締役，執行役又はこれらに準ずる者をいう。）

が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）であるこ

とが判明したとき。 
(2) ＰＦＩ事業者が，神奈川県暴力団排除条例（平成２２年神奈川県条例
第７５号）第２３条第１項又は第２項に違反している事実がある者である

ことが判明したとき。 
３ 市は，前２項の規定によりこの契約を解除したときは，ＰＦＩ事業者が被

った損害を賠償することを要しないものとする。 
 
（ＰＦＩ事業者の債務不履行等による解除） 
第７７条 市は，契約期間中，次の各号のいずれかに該当するときは，ＰＦＩ

事業者に対して書面により通知した上で，この契約を解除又は業務の停止

を命ずることができる。 
(1) ＰＦＩ事業者が，維持管理業務等の実施を放棄し，かつ３０日以上に
渡りその状態が継続したとき。 

(2) ＰＦＩ事業者が，破産，会社更生，民事再生，特別清算又はその他の
倒産手続についてＰＦＩ事業者の取締役会でその申し立てを決議したと

き又は第三者（ＰＦＩ事業者の取締役を含む。）によってその申し立てが

なされたとき。 
(3) ＰＦＩ事業者の財務状況が著しく悪化し，その結果，この契約に基づ
く本事業の継続的な履行が困難であると市が合理的に認めるとき。 

(4) ＰＦＩ事業者が，業務報告書に重大な虚偽記載を行ったとき。 
(5) ＰＦＩ事業者が，モニタリング計画に基づく市の改善要求に従わず又
は改善期間内に改善できなかった場合。 

(6) 前各号に掲げるもののほか，ＰＦＩ事業者がこの契約の債務を履行せ
ず，市が相当な期間を定めて催告をしてもＰＦＩ事業者が催告に係る債務

の履行をしないとき。 
(7) 第１号から第６号までに掲げるもののほか，ＰＦＩ事業者がこの契約
に違反し，その違反によりこの契約の目的を達することができないと市が

認めたとき。 
(8) モニタリング計画により市がこの契約を解除できるとき。 
２ 市は，本施設全ての引渡し前において，次の各号のいずれかに該当すると



きは，ＰＦＩ事業者に対して書面により通知した上で，この契約を解除又

は業務の停止を命ずることができる。 
(1) ＰＦＩ事業者が，本施設の設計業務又は建設業務に着手すべき期日を
過ぎても設計又は本件工事に着手せず，市が，ＰＦＩ事業者に対し，相当

の期間を定めて催告しても，当該遅延がＰＦＩ事業者の責めに帰すことが

できない事由により生じたものであることの合理的な説明がないとき。 
(2) ＰＦＩ事業者の責めに帰すべき事由により，本件引渡予定日から９０
日が経過しても本施設の引渡しが行われないとき又は明らかに引渡しの

見込みがないと市が認めたとき。 
  
（法令変更による契約の終了） 
第８５条 市は，この契約の締結後に法令変更により，ＰＦＩ事業の継続が困

難又はこの契約の履行のために多大な費用を要すると判断したときは，前

２条の規定にかかわらず，事前にＰＦＩ事業者に通知することにより，こ

の契約の全部又は一部を解除することができる。 
 
（不可抗力への対応） 
第８８条 ＰＦＩ事業者は，不可抗力によりこの契約の一部若しくは全部が履

行不能となったとき又は本施設に重大な損害が発生したときは，当該不可

抗力の影響を早期に除去すべく，適切な範囲内で対応を行うものとする。 
 
（不可抗力による契約の終了） 
第８９条 市は，第８７条第２項に規定する場合のほか，この契約の締結後に

不可抗力に該当する事由の発生により，ＰＦＩ事業の継続が困難又はこの

契約の履行のために多大な費用を要すると判断したときは，前３条の規定

にかかわらず，事前にＰＦＩ事業者に通知することにより，この契約の全

部又は一部を解除することができる。  
 
８ 契約終了時の措置に関する事項 
本事項に関する事業契約内容は，次の事業契約書の条項のとおりです。 

（契約期間） 
第７２条 この契約は，ＰＦＩ法第１２条の規定に基づき市がこの仮契約につ

いて藤沢市議会の議決を得た日から効力を生じ，２０４１年（平成５３年）

３月３１日をもって終了する。 
２ ＰＦＩ事業者は，この契約の終了をもってこの契約に基づく業務の履行を

終了する。 



（契約の終了の効果） 
第７３条 ＰＦＩ事業者は，この契約が終了した場合において，事業敷地又は

本施設内にＰＦＩ事業者が所有し又は管理する工事材料，建設・業務機械

器具，仮設物その他の物件（ＰＦＩ事業を構成する各業務を受託し又は請

け負った者が，所有し又は管理するこれらの物件を含む。）があるときは，

当該物件等を直ちに撤去し，市の確認を受けなければならない。 
２ ＰＦＩ事業者は，この契約の終了に当たっては，本施設を市が継続して使

用することができるよう，市に対して，維持管理業務に関して必要な事項

を説明するとともに，ＰＦＩ事業者が用いた維持管理業務に関する業務実

施要領，申し送り事項その他の資料を提供するほか，引継ぎに必要な協力

を行うものとする。 
３ ＰＦＩ事業者は，契約期間満了以外の事由によりこの契約が終了した場合

には，前２項の業務をすべて終了した日から１０日以内に業務報告書を市

に提出し，市の確認を受けるものとする。 
４ 契約終了時に本施設が要求水準書を満たしていないと認められるときは，

ＰＦＩ事業者は，自らの責任及び費用において，要求水準書を満たす状態

に修補し，市の確認を受けなければならない。 
 
（引渡し前の解除） 
第７８条 市は，本施設の全てが引き渡される前に第７４条，第７５条，第８

５条又は第８９条の規定に基づきこの契約が解除されたときは，自己の責

任及び費用により，本施設の出来高部分（設計図書の出来高部分を含む。

以下同じ。）を検査の上，当該検査に合格した部分（以下「合格部分」とい

う。）をＰＦＩ事業者より買い受け，その引渡しを受けるものとする。この

場合において，市は，必要があると認めるときは，その理由をあらかじめ

ＰＦＩ事業者に通知の上，出来高部分を最小限度破壊して検査することが

できる。 
２ 第７４条又は第７５条の規定によりこの契約が解除された場合において，

市が第１項の規定により合格部分の引渡しを受けたときは，市は，合格部

分に相当するサービス対価及び第８０条第５項の規定による損害賠償額の

総額を，ＰＦＩ事業者の請求により支払うものとする。 
３ 第８５条又は第８９条の規定によりこの契約が解除された場合において，

市が第１項の規定により合格部分の引渡しを受けたときは，市は，合格部

分に相当するサービス対価及びＰＦＩ事業者がこの契約による履行を終了

させるために要する費用を，ＰＦＩ事業者の請求により支払うものとする。 
４ 本施設全てが引渡される前に第７６条第１項若しくは第２項又は第７７



条の規定に基づきこの契約が解除された場合において，市が事業敷地の原

状回復が社会通念上合理的であると判断した場合を除き，ＰＦＩ事業者は

自己の責任及び費用により，引渡しされていない本施設のうちの出来高部

分の検査を受けるものとし，市は合格部分をＰＦＩ事業者より買い受け，

その引渡しを受けるものとする。市が上記判断に基づき当該出来高部分を

買い受けないときは，ＰＦＩ事業者は自己の責任と費用において速やかに

事業敷地を原状に回復して市に明け渡さなければならない。 
５ 第７６条第１項又は第２項の規定に基づきこの契約が解除された場合に

おいて，市が前項の規定により合格部分の引渡しを受けたときは，市は，

合格部分に相当するサービス対価をＰＦＩ事業者の請求により支払うもの

とする。 
６ 第７７条の規定に基づきこの契約が解除された場合において，市が本条第

４項の規定により合格部分の引渡しを受けたときは，市は，合格部分に相

当するサービス対価支払債務とＰＦＩ事業者の第８０条第２項第１号の規

定による違約金支払債務とを対当額で相殺することができる。この場合に

おいて，市は，相殺後に残額がある場合は，ＰＦＩ事業者の請求により支

払うものとする。 
 
（引渡し後の解除） 
第７９条 本施設の全ての施設の引渡し後にこの契約に基づきこの契約が解

除されたときは，この契約は将来に向かって効力を失うものとし，市は，

第４８条の規定に基づき，当該施設の所有権を保持するものとする。市は，

サービス対価Ａのうち未払いのものがあるときは，解除前の支払スケジュ

ールに従ってこれを支払うものとする。 
２ 市は，この契約が解除された日から１０日以内に本施設の現況を検査する

ものとし，当該検査により，本施設にＰＦＩ事業者の責めに帰すべき事由

による損傷等が認められるときは，ＰＦＩ事業者に対してその修補を求め

ることができる。この場合において，ＰＦＩ事業者は，必要な修補を実施

した後，速やかにその旨を市に通知しなければならない。市は，当該通知

の受領後１０日以内に当該修補の完了の検査を行わなければならない。 
３ ＰＦＩ事業者は，前項の手続の終了後速やかに維持管理業務を市又は市が

指定する者に引き継ぐものとする。 
４ 市は，第７４条又は第７５条の規定に基づきこの契約が解除された場合に

おいて，本条第３項の規定により市又は市が指定する者が維持管理業務等

の引継ぎを受け，維持管理等の対価として未払いの部分があるときは，こ

れをＰＦＩ事業者に支払うものとする。また，第８０条第５項の規定によ



り損害額の総額をＰＦＩ事業者に対し支払うものとする。 
５ 市は，第７６条第１項若しくは第２項又は第７７条第１項の規定に基づき

この契約が解除された場合において，本条第３項の規定により市又は市が

指定する者が維持管理業務の引継ぎを受け，維持管理の対価として未払い

の部分があるときは，これをＰＦＩ事業者に対し支払うものとする。 
６ 市は，第８５条又は第８９条の規定に基づきこの契約が解除された場合に

おいて，本条第３項の規定により市又は市が指定する者が維持管理業務の

引継ぎを受け，維持管理の対価として未払いの部分があるときは，これを

ＰＦＩ事業者に対し支払うものとする。また，市は，ＰＦＩ事業者が維持

管理業務を終了させるために要する費用をＰＦＩ事業者の請求によりＰＦ

Ｉ事業者に支払うものとする。 
 
（違約金等） 
第８０条 第７６条第１項又は第２項の規定に該当するときは，この契約が解

除されるか否かにかかわらず，市は，本事業に係る契約金額の１００分の

２０に相当する金額の違約金をＰＦＩ事業者に請求するものとし，ＰＦＩ

事業者は速やかにこれを支払わなければならない。 
２ ＰＦＩ事業者は，第７７条の規定に基づきこの契約が解除されたときは，

次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に掲げる額を違約金として市が指

定する期限までに，市に支払わなければならない。 
(1) 本施設全ての引渡し前に解除された場合 
設計・建設・工事監理の対価の総額（ただし，消費税及び地方消費税の

額を含み支払利息に相当する額を除く。）の１００分の１０に相当する額 
(2) 本施設全ての引渡し後に解除された場合 
当該解除された日が属する事業年度に支払われるべき維持管理の対価

（消費税及び地方消費税の額を含む。第６６条の規定によりサービス対価

が改定された場合には，改定後の金額とする。）の総額の１００分の１０

に相当する金額 
３ 前２項に掲げる場合において，市は，受領した履行保証保険契約の保険金

をもって違約金に充当することができる。充当後，なお不足があるときは，

ＰＦＩ事業者は速やかに不足する金額を市に支払わなければならない。 
４ ＰＦＩ事業者は，第１項又は第２項の場合において解除により市が被った

損害額が違約金の額を上回るときは，その差額を市の請求に基づき，支払

わなければならない。 
５ ＰＦＩ事業者は，第７４条又は第７５条の規定に基づきこの契約が解除さ

れたときは，市に対して，当該解除により被った損害の賠償を請求するこ



とができる。 
 
（保全義務） 
第８１条 ＰＦＩ事業者は，契約解除の通知の日から第７８条第１項若しくは

第４項の規定による合格部分の引渡し又は第７９条第３項の規定による維

持管理業務等の引継ぎの完了の時まで，本施設の出来高部分又は本施設に

ついて，自らの負担で必要最小限の維持保全に努めなければならない。 
 
（関係書類の引渡し等） 
第８２条 ＰＦＩ事業者は，第７８条第１項若しくは第４項の規定による合格

部分の引渡し又は第７９条第３項の規定による維持管理業務等の引継ぎの

完了と同時に，設計図書，完工図書（この契約が本施設全ての引渡しの前

に解除された場合にあっては，図面等は，ＰＦＩ事業者が既に作成を完了

しているものに限る。）及び本業務に必要な一切の書類を市に引き渡さなけ

ればならない。 
２ 市は，前項の規定により引渡しを受けた書類について，本施設の設計，建

設及び維持管理のために無償で使用（複製，頒布，改変及び翻案を含む。

次項において同じ。）することができる。 
３ 前項の場合において，ＰＦＩ事業者は，市による書類の使用が第三者の著

作権及び著作者人格権を侵害しないよう必要な措置を講じなければならな

い。 
 


